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令和８年４月２０日 

行田市 



埼玉県行田市は、消滅可能性自治体とされ、人口減少、特に若年層の減

少に歯止めをかけることが喫緊の課題であります。そのため、現在「子育

て支援の強化と教育の充実」、「開発の促進と雇用の創出」、さらには「交

通インフラの整備」の３点を市の重点政策に位置づけ、取り組んでおりま

すが、このうち交通インフラの整備については、市内における公共交通手

段充実のほか、広域幹線道路ネットワークの整備が大きな課題となって

います。 

行田市内には、国道１７号熊谷バイパスが通過しているものの、関越自

動車道や東北自動車道、首都圏中央連絡自動車道などいずれの高速道路

等のインターチェンジからも３０分程度を要する状況です。このことは、

流通など経済活動の条件面で、極めて不利な状況にあります。 

現在、国道１７号上尾道路Ⅱ期区間の整備が着実に進められておりま

すが、今後、これに接続する国道１７号熊谷バイパス本線部の高規格化が

なされ、市内にインターチェンジができることは、企業立地や地域産業活

性化、さらには移住・定住の促進にも繋がるものとして、行田市をはじめ

市内関係団体一同、大いに期待しているところであります。 

また、国道１７号熊谷バイパス本線部の整備は、首都直下型地震などの

大規模災害が発生した際、関越自動車道などの都心と繋がるルートのリ



ダンダンシー強化だけでなく、平常時においても交通混雑緩和をはじめ、

物流の円滑化による生産性向上や地域経済の活性化などが見込まれるこ

とから、早期に整備する必要があります。 

つきましては、本路線のこうした重要性について御賢察いただき、下記

の事項について特段のご配慮をいただきたく要望申し上げます。 

 

記 

１ 国道１７号熊谷バイパスの本線部（熊谷渋川連絡道路）について

早期事業化を図ること 

 

２ 上尾道路のⅡ期区間（圏央道桶川北本インターチェンジから鴻巣市

箕田まで）の事業を早期に推進すること 

 

３ 行田市下忍地内へのインターチェンジ設置を推進すること 

 

４ 第１次国土強靭化実施中期計画に基づき、継続的・安定的に国土強靭

化の取組みを進めるため、必要な予算・財源を通常予算に加えて別枠で

確保すること 
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